
名取 市若 者 定住 促進 奨学 金 返還 支援 事業 補 助金 交付 要綱  

（趣 旨 ）  

第 １条  本 市 の若 者 の定 住 促 進 及 び地 域 産 業 を支 える優 れた人 材 の確

保 を目 的 として、大 学 等 を卒 業 後 、奨 学 金 を返 還 する者 に対 し、名 取

市 若 者 定 着 奨 学 金 返 還 支 援 事 業 補 助 金 （以 下 「補 助 金 」という。）を

交 付 するものとし、その交 付 等 に関 しては、名 取 市 補 助 金 等 交 付 規 則

（平 成 ２０年 名 取 市 規 則 第 １１号 ）に定 めるもののほか、この要 綱 の定

めるところによる。  

（定 義 ）  

第 ２条  この要 綱 において、次 の各 号 に掲 げる用 語 の意 義 は、当 該 各 号

に定 めるところによる。  

（１）  定 住  永 く住 むことを前 提 に、住 所 地 として住 民 基 本 台 帳 法 （昭

和 ４２年 法 律 第 ８１号 ）第 ５条 の規 定 により本 市 の住 民 基 本 台 帳 に

記 載 され、かつ、当 該 住 所 地 を生 活 の本拠 とすることをいう。  

（２）  大 学 等  学 校 教 育 法 （昭 和 ２２年 法 律 第 ２６号 ）に規 定 する大 学 、

大 学 院 、短 期 大 学 、高 等 専 門 学 校及 び専 修学 校 （修 業 年 限 が２年

以 上 の専 門課 程 に限 る。）をいう。  

（３ ）  奨 学 金  独 立 行 政 法 人 日 本 学 生 支 援 機 構 法 （平 成 １５年 法 律

第 ９４号 ）第 １４条 第 １項 に規 定 する学 資 貸 与 金 をいう。  

（４ ）  正 規 雇 用  期 間 の定 めがない雇 用 であって、中 小 企 業 その他 の

事 業 者 が定 める労 働 基 準 法 （昭 和 ２２年 法 律 第 ４９号 ）第 ９章 に定

める就 業 規 則 その他 これに類 するもので定 める常 勤 の労 働 時 間 を

勤 務 し、かつ、１週 間 当 たりの勤 務 時 間 が３５時 間 以 上 のものをいう。  

（５ ）  就 職  法 人 その他 の団 体 若 しくは個 人 事 業 主 に正 規 雇 用 され、

又 は個 人 で農 業 、漁 業 その他 の事業 を営 んでいることをいう。  

（補 助 対 象 者 ）  

第 ３条  補 助金 の対象 となる者 は、各 号 のいずれにも該 当 する者 とする。  

（１）  奨学 金の対 象 となった大 学 等 を卒 業 していること。  

（２）  市 内の事 業 所等 に就 職 し、かつ、主 たる勤 務 地 が市 内 であること。  

（３ ）  最 初 に補 助 金 を申 請 する日 （以 下 「初 回 申 請 日 」という。）が、３



０歳 に達 する日 以 後 における最 初 の３月 ３１日 を超 えていないこと。  

（ ４ ）  初 回 申 請 日 において、１年 以 上 定 住 し、かつ、初 回 申 請 日 から

起 算 して５年 以 上 定 住 する意 思 を有 していること。  

（５）  奨学 金及 び市 税 を滞 納 していないこと。  

（６）  国 家 公 務 員 法 （昭 和 ２２年 法 律 第 １２０号 ）に規 定 する国 家 公 務

員 及 び地 方 公 務 員 法 （昭 和 ２５年 法 律 第 ２６１号 ）に規 定 する地 方

公 務 員 でないこと。  

（７）  暴 力 団 員 による不 当 な行 為 の防 止 等 に関 する法 律 （平 成 ３年 法

律 第 ７７号 ）第 ２条 第 ６号 に規 定 する暴 力 団 員 でないこと。  

（ ８ ）  国 、地 方 公 共 団 体 その他 これらに類 する団 体 からこの補 助 金 に

類 する補 助 金 等の交付 を受 けていないこと。  

（補 助 金 の額 等 ）  

第 ４条  補 助 金 の額 は、申 請 日 が属 する年 度 の前 年 度 に返 還 した奨 学

金 （当 該 奨 学 金 に係 る利 子 を含 む。）の総 額 （その額 に１，０００円 未 満

の端 数 があるときは、これを切 り捨 てた額 ）とし、１年 度 当 たり１８万 円 を

限 度 とする。  

（補 助 金 の対 象 期 間等 ）  

第 ５条  補 助 金 の対 象 期 間 は、初 回 申 請 日 が属 する年 度 を含 む連 続 し

た３年 度 とし、補 助 金 の交 付 を受 けようとする者 は、毎 年 度 、補 助 金 の

申請 をしなければならない。  

（補 助 金 の取 消 し）  

第 ６条  市 長 は、交 付 決 定 者 が初 回 申 請 日 から起 算 して５年 以 内 に転

出 したときは補 助 金 の交付 の決 定 を取 り消 すものとする。ただし、やむを

得 ない事 情 があると認 められる場 合 は、この限 りでない。  

（委 任 ）  

第 ７条  この要 綱 に定 めるもののほか、必 要 な事 項 は、別 に定 める。  

附  則  

この告 示 は、令 和 ５年 ４月 １日 から施 行 する。  


